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１．検討の経過 
 
グローバル化の進展などにより世界全体が急速に変化する中にあって、産業空

洞化や少子高齢化等による人口減少など深刻な諸課題を抱える我が国において、

国民一人一人の能力の向上を図り、豊かな社会を築くためには、個々人の直面す

る課題や社会の様々な課題に対応した質の高い学習機会を充実し、社会全体で多

様な学習機会が提供され、また、その質を向上させることが重要である。教育振

興基本計画（平成２５年６月 閣議決定）においては、「民間教育事業者における

評価・情報公開に関するガイドラインの策定・普及」が明記されている。 
 
民間教育事業者における学習サービスの質の保証・向上の取組については、こ

れまでの業界ごとの自主的な取組に加え、平成２２年９月には、ＩＳＯ２９９９

０1が発行されるなど、活性化している。 
 
これらの状況を踏まえ、平成２５年７月、文部科学省、経済産業省、厚生労働

省の連携の下で、民間教育事業者における評価・情報公開をはじめとした学習サ

ービスの質の保証・向上の在り方に関する推進方策を検討し、具体的な普及促進

策等の総合的な支援方策を講じることを目的として、「民間教育事業者における

評価・情報公開等の在り方に関する検討会（以下、「検討会」という。）」が設

置された。 
 
検討会では、平成２５年９月に、それまでの３回の会合での議論を踏まえ、

「民間教育事業者における評価・情報公開等に係るガイドライン作成に向けた検

討について」を取りまとめ、学習者のニーズを踏まえ、事業者による自主的な取

組を支援し、提供される学習サービスの質の保証・向上につなげる趣旨でガイド

ラインを作成することを決定した。 
 
ここで示された考え方に沿って、文部科学省では、民間教育事業者や学習者に

対するアンケート調査等の委託事業を実施した。 
 
（５回の会議を経て、このたび、民間教育事業者における評価・情報公開等に

係るガイドライン（以下、「本ガイドライン」という。」を策定した。） 
 

 
                                                             
1
 非公式教育・訓練分野の学習サービス事業者向けに、事業者の学習サービスの品質向上を図ることを
目的として、国際標準化機構（ＩＳＯ）が発行した国際規格。 
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２．本ガイドラインの対象 
 
本ガイドラインの対象としては、一般的に民間教育事業者として想起される、

学習塾や語学学校、カルチャーセンター、音楽教室、書道教室、生花・茶道教室、

そろばん教室、スポーツ教室などを主として念頭に置きつつ、幅広く学習サービ

スを提供する民間教育事業者の利用が可能な基礎的なガイドラインを目指した。 
 
民間教育事業者が提供する学習サービスの質の保証・向上に関しては、特定の

業種等を対象としたガイドライン作成等の取組が進められている例もあることか

ら、本ガイドラインの作成に当たっては、これらの先行的な取組も参考として、

整合性も図りつつ、共通に重要な内容を示すことで、民間教育事業者全般におい

て、提供する学習サービスの質の保証・向上を目指す土壌づくりを推進するとい

う考え方を基本とした。 
 
 
 

３．本ガイドラインの目的 
 

平成２４年度に文部科学省において実施した「民間教育事業者の情報公開等の

在り方に関する調査研究」では、規模や業種によって程度の差はあるものの、多

くの事業者において、Ｐｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実施）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、

Ａｃｔ（改善）のマネジメントシステムに沿った取組を行っている、若しくは今

後行うことを検討しているということが明らかとなった。本ガイドラインは、こ

のような事業者による自主的な取組を支援し、提供される学習サービスの質の保

証・向上を図ることを目指すものとする。 
 

また、上記調査においては、学習者が民間教育事業者を選択する際に、費用や

プログラム内容、事業者に関する基本的な情報（経営者氏名、本社の所在地、従

業員数、教室・場所、事業内容等）、学習成果に関する情報を重視しているとい

うことが明らかとなった。これらの情報が適切に学習者に提供されることは、学

習者が自ら適切な学習サービスを選択することに資するとともに、事業者間の公

正な競争を促し、ひいては、提供される学習サービスの質の保証・向上にもつな

がるものと考えられる。このため、本ガイドラインは、学習者のニーズに沿った

事業者による情報提供の取組を更に推進し、提供される学習サービスの質の保

証・向上につなげていくことを目指すものとする。 
 

上記の趣旨を踏まえ、本ガイドラインにおいては、①事業改善に向けた自己点

検・評価、②学習者のニーズに沿った情報公開等について、参考となる項目を示

すことが必要である。 
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グローバル化の進展や経済環境の変化などにより、個々の知識や力量などが問

われる社会が醸成されつつあり、多くの学習者が目標に応じて公的教育機関のみ

ならず民間教育事業者も活用して学習を進めている。しかしながら、公的教育機

関とは異なり、現状の民間教育事業者は、事業者独自の経営方針、教育内容でそ

の事業を行っており、原則として国の規制を受けることはない。 
 
一方、民間教育事業者に対する学習者の不満の声もあり、その内容も多岐にわ

たっている。その原因の一つが、事前に質を見定めることが難しいというサービ

スの特殊性である。 
 
民間教育事業者に関係する主な法令及びその概要は表１のとおり2。また、厚生

労働省では、民間教育訓練機関が職業訓練サービスの質の保証・向上を図るため

に取り組む事項を具体的に提示した「民間教育訓練機関における職業訓練サービ

スガイドライン」を作成している。 
 
【表１】民間教育事業者に関係する主な法令等及びその概要 

法律名 概要 
不当景品類及び不当表示
防止法（昭和３７年５月
１５日法律第１３４号） 

虚偽、誇大な表示（不当な表示）による不当な顧客誘
引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理
的な選択を阻害するおそれのある行為の制限及び禁止
について定めることにより、一般消費者の利益の保護
を図ることを目的としている。 

特定商取引に関する法律
（昭和５１年６月４日法
律第５７号） 

消費者トラブルが生じやすい取引類型について、事業
者による不公正な行為等を規制する行為規制と、申込
みの撤回又は契約の解除（いわゆるクーリング・オ
フ）等のトラブル防止のための民事ルールを定め、消
費者取引の公正を保証する法律である。取引類型の一
つが、特定継続的役務提供であり、現在、エステティ
ックサロン、語学教室、家庭教師、学習塾、パソコン
教室、結婚相手紹介サービスの六つが指定されてい
る。 

消費者契約法（平成１２
年５月１２日法律第６１
号） 

消費者契約の締結について勧誘するに際し、事業者の
一定の行為により消費者が誤認し、又は困惑した場
合、消費者は契約の申込み又は承諾の意思表示を取り
消すことができる。 

個人情報の保護に関する
法律（平成１５年５月３
０日法律第５７号） 

個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保
護することを目的としており、民間の事業者に対する
個人情報の適正な取扱いのルールを定めたもの。 

                                                             
2 「ハンドブック消費者 ２０１４」（消費者庁）を基に作成。 
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また、民間教育事業者の取り扱う情報は、学習者の連絡先、成績、身体データ、

費用負担者の勤務先まで及ぶ場合もあり、各事業者において、適切な対応を行う

ことが必要である。 
 
更に、民間教育事業者における学習者については、費用を負担する消費者とし

ての側面も重要である。消費者基本法（昭和４３年５月３０日法律第５７号）に

は、八つの権利3が明記されているが、学習者にとっても、安心・安全を得られる

ことや、適切な選択の機会が確保され、必要な情報が提供されること等が望まれ

ており、これを満たすことが、事業者がクレームやトラブルの処理を行う手間や

労力の軽減にもつながるものと考えられる。 
 
 

 

１．民間教育事業者の主な現状 
 
現在、全国で学習サービスを提供している民間教育事業者は１０万以上に及ぶ

と考えられ、事業主体や目的、内容、規模等は多岐にわたっている。検討会にお

ける議論や「民間教育事業者団体等に対するヒアリング調査4及び民間教育事業者

に対するアンケート（ＷＥＢ）調査5」（以下、「事業者アンケート調査等」とい

う。）、「民間教育事業者における学習者に対するアンケート（ＷＥＢ）調査6」

（以下、「学習者アンケート調査」という。）等を参考にすると、以下のような

現状や課題が推測される。 
  

                                                             
3
 「消費生活における基本的な需要が満たされる権利」「健全な生活環境が確保される権利」「安全が
確保される権利」「選択の機会が確保される権利」「必要な情報が提供される権利」「消費者教育の機
会が提供される権利」「消費者の意見が消費者政策に反映される権利」「被害者が適切かつ迅速に救済
される権利」。 

4 平成２５年度に消費者団体及び民間教育事業者団体計１０団体に対しヒアリングを実施。 
5 平成２５年度に民間教育事業者１０９団体に対しアンケート調査を実施。 
6 平成２５年度に民間教育事業者で学習中の者、これから学習しようと考えている者、過去３年以内に学

習したことがある者計７０２０名に対しアンケート調査を実施。 
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（１）事業主体 

本ガイドラインにおいて想定している民間教育事業は、教養・技能教授業と

学習塾の二つが挙げられる。その事業主体の概況は表２のとおり。 
 

【表２】教養・技能教授業及び学習塾の概況 

 教養・技能教授業 学習塾 

日本標準産業分類
での記述 

音楽教授業、書道教授業、
生花・茶道教授業、そろば
ん教授業、外国語会話教授
業、スポーツ・健康教授
業、その他の教養・技能教
授業7 
（小分類「教養・技能教授
業」に含まれる細分類名） 

小学生、中学生、高校生など
を対象として学校教育の補習
教育又は学習指導を行う事業
所。 
（小分類「学習塾」の説明） 

事業所数 ８万７９９１事業所 ４万９２９８事業所 

事業規模別8 
「４人以下」（８５.９％
）が最も多い 

「４人以下」（５９.５％）、
「５人～９人」（２１.６％）
の順に多い 

従業者数（１事業
所当たり） 

約２８万６３００人（約３
人） 

約３２万１８００人（約７
人） 

年間売上高（１事
業所当たり） 

約８,９６６億円（約１,０
１９万円）9 

約９,１６１億円（約１,８５
８万円）10 

学習者数 約１,０５０万人 約３４１万人 

出典：総務省「日本標準産業分類」、経済産業省「平成２２年特定サービス産業実

態調査」 
 

（２）募集時・入学前 

学習者アンケート調査結果に

よると、民間教育事業者を見つ

けるときのきっかけは、「友

人・知人・先生・保護者等から

の助言」（３,４２７／７,０２

０人、４８.８％）が最も多く、

次に多かったのは、「民間教育

事業者の宣伝（ＣＭ、チラシ、

パンフレット等）」（１,９２

３／７,０２０人、２７.４％）

「職場・学校・地域等における口コミ・評判」（１,５０１／７,０２０人、２１.
４％）であった。  

                                                             
7  例：囲碁教室、料理教室、ジャズダンス教室、家庭教師、パソコン教室  
8  ４人以下、５～９人、１０～２９人、３０～４９人、５０～９９人、１００～２９９人、３００～４

９９人、５００人以上の区分 
9
 教養・技能教授業務（事業所における教養・技能教授業以外の業務を除く） 

10
 学習塾業務（事業所における学習塾以外の業務を除く） 

【図１】学習者が民間教育事業者を見つける時のきっかけ 
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【図２】「学習者が対象講座を選定する際に情報不足

だと感じた内容」について「大変必要である」又は

「必要である」と回答した数値の合計 

事業者アンケート調査結果等によると、講座の質を保証するため、講師に大

学教員、テレビ番組出演者、日本○○会会員といった肩書を持つ人に依頼する

事業者があった。また、５年更新制の教師認定制度を設け、更新時に、指導法

などについて、所定の研修を受講するようにしている事業者もあった。 
 
学習者アンケート調査結果によ

ると、民間教育事業者を選定する

際に最も必要とされた情報は、

「授業料等の支払総額（受講費

用・教材費用等の実負担額）」

「教室等の所在地・通学のしやす

さ（利便性）」「講座の開催日程

や学習時間」の順であった。 
 
事業者アンケート調査結果等に

よると、事業者が考える学習者に

とって有益な情報は、「授業見

学・体験学習・仮入学制度」「教室等の所在地・通学のしやすさ（利便性）」

「支払方法（分割・月謝払い）」の順であった。 
 

（３）契約・入学決定時 

事業者アンケート調査結果等によると、９

２.７％（１０１／１０９事業者）の事業者が

受講に際してのオリエンテーション又は事前

説明を実施している。また、学習者のニーズ

を把握するため、入会時にアンケート調査を

行ったり、入会前の段階でレベル分けをした

りして学習者の能力と講座の難易度にミスマ

ッチがないよう取り組む事業者もある。＊11 
 
事業者アンケート調査結果等によると、事業者として備えているかどうかを

確認すると良いのはＰＲカタログ、契約内容の明確化、契約・解約窓口、相談

窓口である。 
 

（４）受講中 

事業者アンケート調査結果等によると、学習者に対し、９１.７％の事業者が

定期的にまた修了時に満足度を５段階評価にしたアンケート調査や個別面談、

                                                             
11 以下、行の最後に＊とあるのは、事業者団体と消費者団体双方へのヒアリングにおける意見であること

を示す。 

【図３】民間教育事業者の受講に際して

のオリエンテーションや事前説明 
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カウンセリングを行い、それらを元に学習サービスの改善を行っている。 
 
事業者アンケート調査結果等によると、級や段を設定して、年に何度か試験

を受験することができ、学習者が自分のレベル・技能の確認や目標設定ができ

るようになっている例が多い。＊ 
 
事業者アンケート調査結果等によると、講座内容によっては、ただ単に場が

楽しいから来ているという学習者も多い。＊ 
 
事業者アンケート調査結果等によると、学習塾では、独自のテストや全国規

模の模擬テスト等の結果を通じて理解度・達成度の目安にし、学校の成績向上

や志望校合格などの最終的な目標に向け、継続的に学習意欲を高める例が多い。

＊ 
 

（５）修了後その他 

事業者アンケート調査結果等によると、学習サービスの設計から実施、チェ

ック、改善に至るまでのプロセスを管理するための仕組み（ＰＤＣＡマネジメ

ントシステム）を明文化している事業者は全体の４５％（４９／１０９事業者）

であった。このうち８１.６％（４０／４９事業者）が実際に運用し、また、７

１.４％がマネジメントシステムが適切に運用されているかを定期的に確認して

いる。 
 
 
 

２．民間教育事業者の主な課題 
 
民間教育事業者の主な課題については、事業者自身で認識しているものと学

習者から見たものとがある。このため、事業者アンケート調査等においては、

事業者団体と消費者団体双方へのヒアリングを通じて、課題の把握を行った。 
 
また、検討に際しては、民間教育事業者における学習者は、学習者の立場と

費用を負担する消費者の立場という二つの側面を持ち合わせている（例えば、

学習塾に通う小学生は、学習者の立場のみだが、英会話スクールに通う社会人

は、授業料の支払を学習者自身が行うことになり、学習者と消費者という二つ

の立場を同時に持つ）ことにも留意した。 
 
事業者アンケート調査結果等によると、消費者としての行動・判断に対応す

るため、事業者が、主に入学申込書や契約書、入会案内等で入会金、月謝、受

講回数などを明文化している例もあった。一方、学習者としての判断に対応す
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るために、学習サービスの質についても明文化が必要と考えられるが、取組が

進んでいるとはいえない。これは、各事業者が担う講座の内容が様々で統一性

がないことや、詳細な実施計画を作ることが難しいこと、詳細な実施計画を作

ったとしても学習者が理解しきれないこと、受講期間が長い講座では開始時の

目的が時間の経過に従って変わってくること等が原因であると考えられる。 
 
事業者アンケート調査結果等における、ヒアリングの結果等を踏まえ、上記

以外の課題を整理すると次のとおり。 
 

（１）事業主体 

事業者アンケート調査結果等によると、組織・財務状況や安全衛生面の情報公開

に関する課題が多く挙げられた。＊ 
（具体的な例） 

・組織や財務の状況などの情報公開が進んでいない民間教育事業者があり、学習者から見てどのような経営

母体であるか明確でない。 

・組織や財務状況などを公開している場合でも学習者がそのことを知らず閲覧しないという、学習者側の課

題もある。 

・天災・防犯などの安全衛生面に関する方針については、各事業者の対応に違いがみられ、積極的に情報公

開していない。 

・担当講師がその民間教育事業者でどのような立場（例えば専任・非常勤・アルバイトなど）にあるか、ま

た、その運営が直系又はフランチャイズで行われているかは非公開としている。 

 

 

（２）募集時・入学前 

事業者アンケート調査結果等によると、学習者が入学を検討する際の情報提供や

説明に関する課題が多く挙げられた。＊ 
（具体的な例） 

・講座単独の情報公開のみで、その講座と接続するほかの講座との関係といった俯瞰（ふかん）的な情報が

不足している。 

・修了後にどんな自分になっているかなど、講座を受講後にイメージされる姿が説明されていない。 

・パンフレット等に入学試験の合格率や資格の取得率を載せる場合、事業者によって集計方法等が異なり、

学習者が比較しにくい。 

・ある講師の話なら何でも良いから話を聞きたいという講師のファンのような学習者もいれば、ある程度知

識があり更に詳しく学びたいという学習者もいるため、講座の内容をカタログだけで説明することが困

難である。 

・講師の質については、難関大学の学生であり学力があったとしても指導力が伴わない場合もあり、講師に

対する教育が求められる。 
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（３）契約・入学決定時 

事業者アンケート調査結果等によると、契約時の情報提供が十分でないことに関

する課題が多く挙げられた。＊ 
（具体的な例） 

・受講する講座に加えて選択的に受講する者が多い講座や発表会の情報が事前に学習者に示されていない場

合、学習者が事前に必要な費用を把握できない。 

・学習者の学力等の情報管理体制について、契約前に情報提供されていない。 

・「いつまでに申し出ればいつの分から解約できるのか」「前払で教材を購入したが、講座で使用する前に

解約したい」といった学習者の問合せがある。 

・学習者が事業者を選ぶ際に、「体験レッスンがあるか」「辞めたいときに辞められるか」「附帯する費用

があるか」「講師の指名・特定ができるか」という条件を重視しているのではないかと考えている事業

者がいたが、学習者アンケート調査結果では、学習者が必要と考える情報は「授業料等の支払総額」

「教室等の所在地・通学のしやすさ」「講座の開催日程や学習時間」の順であり、認識にかい離があっ

た。 

 

（４）受講中 

学習者アンケート調査結果によると、

現在民間教育事業者で学習中の者が民間

教育事業者に不満を感じている理由とし

ては、「学習成果が上がらない・見られ

ない」（１１６／４４２人、２６.
２％）、「教育内容に比べて授業料が高

い」（１１３／４４２人、２５.６％）、

「講師の能力（指導力）が低い」（４６

／４４２人、１０.４％）の順に多かった。 
  
事業者アンケート調査結果等によると、学習者と事業者とで、事前に十分に情

報を共有できていないことに起因すると思われる課題の例が多く挙げられた。＊ 
（具体的な例） 

・講師や学習内容の変更を学習者が希望しても受け付けられない。 

・予約制の講座の予約が取りづらく、思うように講座を受けることができない。 

・ほかの受講者の理解度によって学習進度が左右される。一方、入学前にレベル分けをして学習者の能力と

講座の難易度にミスマッチが出ないよう取り組む事業者もある。 

・事業者による独自の級段制度において、飛び級で受験を希望する学習者に対し、１レベルずつ昇級・昇段

試験を受験していく規定が正確に情報提供されていない。 

・長期間継続している講座に開講当初から参加している学習者と、新たに参加した学習者の相性が学習の継

続に影響する。 

 

 

【図４】学習者が民間教育事業者に不満を感

じている理由 
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（５）修了後その他 

学習者アンケート調査結果によると、

期間満了で講座を終えられなかった理

由は、「目標を変更した、挫折した」

（２１０／６５５人、３２.１％）、

「経済状況・生活環境が変わり、学校

に通えなくなった」（９９／６５５人、

１５.１％）、「学習成果が上がらなか

った・効果が見られなかった」（９７

／６５５人、１４.８％）の順であった。 
 

学習者アンケート調査結果によると、「民間教育事業者がアンケート等を用

いて学習者から意見を聞くことがあったかどうか」に「はい」と答えたのはわ

ずか３０.３％（２,１２５／７,０２０人）であった。しかし、事業者アンケート

調査結果等での「学習サービスに対する学習者の意見や要望等を聞いているか」

との問いには９１.７％（１００／１０９事業者）が「現在、取り組んでいる」

と答えており、更にそのうち９５%が「意見や要望に基づき、学習サービスの改

善を行っている」と回答しており、学習者と事業者との認識に大きなかい離が

見られた。 
 
事業者アンケート調査結果等によると、学習内容に直接関わるもの以外の課

題の例も見られた。＊ 
（具体的な例） 

・次々に啓発セミナーへの勧誘が行われる。 

・講師や内容に対する期待が外れたことのほかに、人間関係の悪化や、高齢者が多い講座の場合には健康不

安が原因となって学習者が受講を中止する。 

 

  

【図５】学習者が期間満了で講座を終えられな

かった理由 
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３．学習者ニーズと民間教育事業者の認識の比較 
 

学習者が民間教育事業者の選択に際し必要と感じた情報と、民間教育事業者が

考える学習者にとって有益な情報の項目を比較したところ、全項目について、学

習者よりも事業者の方が必要と回答した割合が高く、実際に民間教育事業者の半

数以上が情報公開していた項目は、２８項目中２５項目あった。全般的に民間教

育事業者が情報公開について高い意識を有していると考えられる。 
 

（１）授業料等の支払総額について 

学習者が必要と回答した割合が最も高かった「授業料等の支払総額」について

は、民間教育事業者が「有益である」と回答した割合の順位は１２番目であり、

それぞれが重要と考える項目の順番に差が見られた。しかし、民間教育事業者が

情報公開していると回答した割合は９２%であり、ほとんどの事業者が「授業料の

支払総額」について情報公開していることが示された。 
 
学習中又は修了後の学習者が民間教育事業者に対し「どちらかといえば不満で

ある」又は「不満である」と回答した場合において、その理由として最も多かっ

たのは、「教育内容に比べて授業料が高かった」であった。 
 
以上の結果から、「授業料等の支払総額」については、費用を負担する消費者

としての立場から、学習者が重要視しており、これについてのミスマッチは不満

の原因となり得ることから、情報公開することが重要である。 
 

（２）経営者の氏名等について 

「経営者の氏名、代表者等の経歴、経営理念、社歴・沿革」や「事業者の経営

状況、財務状況、収支など」については、学習者が必要と回答した割合は半数を

下回っており、余り重要視されていないことが分かった。 
 
民間教育事業者が情報公開していると回答した割合は「経営者の氏名、代表者

等の経歴、経営理念、社歴・沿革」は８０%であったが、「事業者の経営状況、財

務状況、収支など」はわずか２８%であった。 
 
これらの情報は、民間教育事業者から受けるサービスそのものの情報ではない

が、継続的・安定的に民間教育事業者からサービスを受けられるかどうか判断す

るためには必要な情報であるため、情報公開することが重要である。民間教育事

業者が学習者に分かりやすく情報公開するとともに、学習者がこれらの情報に関

心を持ち、民間教育事業者を選択する際に情報を活用することが期待される。 
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【表３】学習者が必要と考える項目及び事業者が有益と考える項目 

 

学習者が必要と考える項目 事業者が有益と考える項目 
※ 項目 割合（％） ※ 項目 割合（％） 

1 
授業料等の支払総額（受講費
用・教材費用等の実負担額） 

76.8 2 
教室等の所在地・通学のしやす
さ（利便性） 

100.0 

2 
教室等の所在地・通学のしやす
さ（利便性） 

75.4 7 
教室等の環境や教育設備（設備
に関する情報、教室レイアウ
ト、空調等） 

100.0 

3 講座の開催日程や学習時間 74.4 3 講座の開催日程や学習時間 99.1 

4 
支払方法について（分割・月謝
払い） 

72.3 4 
支払方法について（分割・月謝
払い） 

98.2 

5 

実施計画や講座の概要（講座の
目的・目標、対象者、取得でき
る資格や検定等の種類、学習内
容、国家試験等の科目免除、特
徴等） 

68.6 5 

実施計画や講座の概要（講座の
目的・目標、対象者、取得でき
る資格や検定等の種類、学習内
容、国家試験等の科目免除、特
徴等） 

98.2 

6 割引制度について 67.1 12 

これまでの実績（受講生の作品
／意見や感想、入学試験／検
定・資格試験に関する合格率／
取得率等） 

97.2 

7 
教室等の環境や教育設備（設備
に関する情報、教室レイアウ
ト、空調等） 

66.5 18 
授業見学、体験学習、仮入学制
度など 

97.2 

8 
学習者への便宜対応（講座の予
約／キャンセル／振替の柔軟
性） 

66.3 6 割引制度について 96.3 

9 

指導方法・指導形態に関する情
報（指導方法、クラスごとの受
講生の人数／講師の数、講義／
実習／グループ演習、テキス
ト・教材の内容、模擬試験、サ
ポート方法等） 

65.9 16 
安全面の配慮（火災、地震、犯
罪等への対応） 

96.3 

10 

契約書に基づく諸条件の説明
（教育内容、指導時間・日程、
学習サービスの提供場所、講師
等の資格・能力等に関して特約
があるときはその内容、契約期
間、契約総額、費目別経費、支
払方法、クーリング・オフの有
無） 

62.8 14 

各種問合せ・苦情相談に関する
情報（教育に関する相談、その
他苦情に関わる相談窓口の設
置、対応方法等） 

96.3 

11 
個人情報に関する管理方針（個
人情報保護方針等）・成績の管
理方針 

62.4 11 
個人情報に関する管理方針（個
人情報保護方針等）・成績の管
理方針 

96.3 

12 

これまでの実績（受講生の作品
／意見や感想、入学試験／検
定・資格試験に関する合格率／
取得率等） 

62.4 1 
授業料等の支払総額（受講費
用・教材費用等の実負担額） 

95.4 

13 

受講するための要件（受講に必
要な知識／技能／経験／学歴／
入会テストやクラス分けテス
ト、レベル分けの有無等） 

61.5 21 
民間教育事業者が掲げる教育理
念 

95.4 
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14 

各種問合せ・苦情相談に関する
情報（教育に関する相談、その
他苦情に関わる相談窓口の設
置、対応方法等） 

60.8 9 

指導方法・指導形態に関する情
報（指導方法、クラスごとの受
講生の人数／講師の数、講義／
実習／グループ演習、テキス
ト・教材の内容、模擬試験、サ
ポート方法等） 

95.4 

15 
学習者・費用負担者への各種情
報提供（成績、学習状況、出欠
席、遅刻早退等の情報提供） 

60.1 10 

契約書に基づく諸条件の説明
（教育内容、指導時間・日程、
学習サービスの提供場所、講師
等の資格・能力等に関して特約
があるときはその内容、契約期
間、契約総額、費目別経費、支
払方法、クーリング・オフの有
無） 

95.4 

16 
安全面の配慮（火災、地震、犯
罪等への対応） 

59.6 13 

受講するための要件（受講に必
要な知識／技能／経験／学歴／
入会テストやクラス分けテス
ト、レベル分けの有無等） 

93.6 

17 
講師に関する情報（学歴／資格
／指導経験／指導実績等） 

58.7 15 
学習者・費用負担者への各種情
報提供（成績、学習状況、出欠
席、遅刻早退等の情報提供） 

93.6 

18 
授業見学、体験学習、仮入学制
度など 

58.4 8 
学習者への便宜対応（講座の予
約／キャンセル／振替の柔軟
性） 

93.6 

19 奨学金・補助金について 58.2 23 
扱っている事業の内容、本店の
所在地、連絡先、従業員数など 

92.7 

20 
講座を終えるための要件（成績
評価の方法、出欠の規定等） 

56.8 25 
経営者の氏名、代表者等の経
歴、経営理念、社歴・沿革 

91.7 

21 
民間教育事業者が掲げる教育理
念 

54.6 24 
講師（社員）の倫理観・ふるま
い・ハラスメント防止等を目的
とした研修や教育に関する情報 

90.8 

22 
教育関連施設（図書室・資料
室、自習室等） 

54.1 22 
教育関連施設（図書室・資料
室、自習室等） 

89.9 

23 
扱っている事業の内容、本店の
所在地、連絡先、従業員数など 

53.6 19 奨学金・補助金について 89.0 

24 
講師（社員）の倫理観・ふるま
い・ハラスメント防止等を目的
とした研修や教育に関する情報 

52.3 17 
講師に関する情報（学歴／資格
／指導経験／指導実績等） 

88.1 

25 
経営者の氏名、代表者等の経
歴、経営理念、社歴・沿革 

45.2 20 
講座を終えるための要件（成績
評価の方法、出欠の規定等） 

84.4 

26 
事業者の経営状況、財務状況、
収支など 

44.3 28 
発表会等に関する情報（発表
会・展示会等への参加） 

84.4 

27 
付随施設・設備（保育施設、食
堂、自販機等） 

43.6 27 
付随施設・設備（保育施設、食
堂、自販機等） 

78.0 

28 
発表会等に関する情報（発表
会・展示会等への参加） 

39.8 26 
事業者の経営状況、財務状況、
収支など 

69.7 

 
※ 学習者が「必要」と回答した割合の順位 
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【図６】民間教育事業者が情報公開している割合 
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１．必要性 
 
「第６期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理」（平成２５年１

月）に示されているように、国民一人一人の能力の向上を図るためには、社会全

体で多種多様な学習機会が提供され、また、その提供される学習機会の質が向上

することが不可欠である。 
 
現在、多くの学習者が民間教育事業者で学んでおり、国民の多様な生涯学習活

動を支える上で重要な役割を果たしている。特に、公的な学習機会では対応が困

難な、学習者のニーズや社会の変化に即応すべき分野において、民間教育事業者

はより柔軟に多様な学習サービスの提供に寄与していると考えられる。一方、実

施計画や講師に関して特段の規制がないことから、学習サービスの質の向上につ

いては、事業者による取組によるところが大きい。 
 
民間教育事業者は、既に市場での厳しい競争にさらされており、その活動の規

制につながるような方向の取組はなじまないとの意見もある。一方、都市部など

を除いては、民間教育事業者の選択の機会が限られた環境にある学習者も存在す

るため、各事業者が質的向上に取り組む重要性は大きい。 
 
また、小中学生等を対象とする事業者も数多くあるところであり、提供する学

習サービスの質を向上させることは、子供たちの可能性を最大限に引き出すとい

う観点からも重要である。特に、成長期の子供の学習においては、選択を繰り返

すことによる損失は大人の場合よりも大きいと考えられることから、子供たちに

提供される全ての学習サービスの質の保証・向上が図られることが必要である。 
 
現状では、民間教育事業者の多くは個人によるものであり、組織的・制度的に

評価や改善の機会が設定されにくい。そのため、自己点検・評価についての取組

を推進するためには、ＰＤＣＡの基本的な考え方や、実際に評価を行う際に参考

となる視点・項目の例を示すことが有効と考えられる。 
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２．基本的な考え方 

（１）事業者の取組と学習者の利益 

事業者による自己点検・評価の取組を進めるためには、事業者が自らの活動の

正当性の確認と、学習サービスの内容の改善・充実を図ることに資することが重

要である。また、事業者の自己点検・評価の取組は、学習者の利益にも直結する。 
 
自己点検・評価においては、各事業者が評価結果を十分に分析し、それに基づ

いて教育水準の向上を図ることが重要である。評価の実施そのものが自己目的化

することなく、真に実効性のある取組となるよう留意が必要である。また、自己

点検・評価の結果は、学習者にとっても有益な情報であり、事業者の活動の正当

性を示すことにもつながるため、ポイントとなる事項や改善を図った事項などに

ついては、学習者にも公開されることが望ましい。 
 
なお、民間教育事業者の業種は多様であり、同一業種内においても、目的や活

動が多岐にわたることから、あらゆる事業者に統一的な指標や基準を当てはめる

よりも、各業界や活動の類似する事業者ごとに、その特色に応じた適切な評価の

在り方を検討することが望ましい。次項では、事業者全般に対して共通に重要と

思われる、基礎的な内容を参考に示すが、将来的には、各業界等において、その

特色に応じた評価の在り方が検討されることが期待される。 
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（２）評価の視点 

自己点検・評価において、具体的にどのような評価項目等を設定するかは、各

事業者が判断すべきものであるが、ここでは、本検討会における議論や学習者ア

ンケート調査結果を踏まえ、各事業者が評価を行う際に参考となる評価の視点や

その内容を例示する。 
 
自己評価等に関する多くの先行事例においては、提供する学習サービスと組織

マネジメントの両面について行われており、民間教育事業者の自己点検・評価に

おいても、提供する学習サービスの内容に関する視点（事業評価の視点）と、事

業主体としてのマネジメントに関する視点（組織評価の視点）の二つの視点から

整理することが有効と考えられる。 
 
まず、学習サービスに関して学習者アンケートにおける「満足度」の結果を見

ると、現在学習中の者の８７％、過去に学習を終えた者の８８％が「満足」「ど

ちらかと言えば満足」と回答しており、全般的に、一定の水準が保たれていると

考えられる。その他の不満を持つ者についてみると、「教育内容に比べて授業料

が高い」「学修成果が上がらない」「講師の能力が低い」「指導方針・指導方法

が合わない」などの理由を挙げている。これらのアンケート結果と、教育目標や

内容に制約がない民間教育事業者と学習者とのミスマッチを回避することの重要

性とを考え合わせると、教育活動の目的・方針が組織内で共有され、学習者にも

明示されていることや、当該目的・理念や学習者のニーズ等を踏まえて実施計画

が設計されているかを点検・評価することが重要である。 
 

また、過去に学習を

していた者の３０％が

途中で受講をやめてお

り、多くの者が「目標

を変更した、挫折した」

という理由を挙げてい

ることから、相談体制

など学習サービスを支

える活動の点検・評価

も重要である。また、

学習サービスを支える

教育環境についても点

検・評価することが有

効と考えられる。 
 

 

【図７】学習サービスに関して「不満」と回答した者の理由 
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次に、マネジメントに関しては、民

間教育事業者の多くが小規模であり、

安定的に学習サービスを提供するとい

う観点から、事業を実施するのに必要

な組織体制・財務状況にあるかの確認

が重要である。また、安全危機管理に

ついては、必ずしも学習者のアンケー

トでニーズの高いものではないが、問

題が発生した場合に、事業者のみでは

なく、社会的にも重大な損害につなが

る可能性のある事項であるため、点検

が必要である。このほか、個人情報の取扱いやコンプライアンスなど、組織運営

に関する事項について、点検・評価をすることが考えられる。 
 

【図９】学習サービスとマネジメントの視点からの評価項目の例 

 

 

なお、評価を実施する際には、具体的な学習者数の動向、学習者へのアンケー

トの結果などの定量的資料や、学習者からの要望・苦情などの定性的資料の分析

などにより、評価の客観性が確保されるよう留意が必要である。 
 

【図８】学習者アンケート調査における「満足度」 
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３．評価の主な視点・項目の例・内容の例 
 

以下では、評価の主な視点・項目の例・内容の例を示している。各事業者にお

いては、これらを参考に、教育内容や事業規模等に応じて具体的な評価項目を設

定し、実効的な評価への取組を推進することが期待される。 
 

（１）評価の項目 

評価項目は、多様な事業者で利用できるものにするため広範囲にわたってお

り、扱う教育内容によっては該当しない項目も含まれることがある。 
 
【表４】評価を行う際の項目の例 
Ａ．学習サービスの内容に関する主な視点 

 主な視点 項目の例 内容の例 

教育内

容 
教育目的・理
念が明記・共
有されている
か 

経営理念・教育理念・
指導理念・目的 

・教育活動の目的・方針が組織
内で共有され、学習者にも明
示されているか。 

・その講座を修了した際の姿を
学習者が具体的にイメージで
きるか。 

 

 目的・理念、
学習者のニー
ズを踏まえた
実施計画・教
材か 

実施計画の設計 
（授業見学・体験学

習・仮入学制度な
ど） 

修了の判定 

・当該目的・理念や学習者のニ
ーズ等を踏まえて実施計画が
設計されているか。 

・実施計画の項目では、講座の
内容を具体的に示すための各
項目（講座内容、対象者、受
講の要件、指導方法・形態、
使用テキスト・教材・機材、
受講期間途中の理解度・到達
度の測定、サポート方法、修
了の要件、発表の機会、スケ
ジュール、修了後の姿等）が
含まれているか。 

・講座によっては、受講前の要
件（受講前の知識・技能・経
験・学歴や、入会テストやク
ラス分けテスト、レベル分け
の有無等）を実施している
か。（→これにより、講座の
難易度や位置づけをイメージ
しやすくなる。） 

・実施計画書の修了の要件に従
い、修了の判定を実施してい
るか。事業者によって規定が
ある場合は、修了証、成績証
明書等の発行等も適切に行っ
ているか。 
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 主な視点 項目の例 内容の例 

  費用 ・入会金、授業料等の支払総額
（受講費用、教材費等）、支
払方法・手段、費用の割引・
優遇等について、講座の内容
とバランスが取れており学習
者がわかりやすいものとなっ
ているか。当該講座以外であ
っても、追加で選択的に受講
する者が多い講座があれば費
用等を示しているか。（→費
用が不透明であると、運営母
体となる事業者が信頼を失う
可能性があることから、各金
額及び総額を明示しているこ
とが重要である。） 

 

  実施計画の遵守 ・実施計画書に沿った適切な運
営がされているか。 

・教育内容、指導日程、提供場
所、講師等の資格・能力等に
関して特約がある場合はその
内容、費用の総額や支払方
法、クーリング・オフの有無
などに関して、入学前に書面
をもって説明を行っている
か。 

 

  学習者のニーズ把握 
実施状況の確認 
実績 

・学習者の意見、要望、感想を
聞いているか。（→学習者が
契約時点で設定していた学習
目標が学習によって学習者自
身の成績や技能が変化するこ
とによって変わっていくこと
が考えられる。学習者の目標
を確認することは、学習者の
ニーズと講座とのミスマッチ
による後のトラブルを回避す
るためにも重要である。ま
た、意見や苦情に対し、誠実
に対応する行為は、学習者が
当該機関を更に信頼し、安心
して学習を継続する上でも必
要である。） 

・講座の運営状況の確認、実績
の確認や学習者の意見や感想
の収集を行っているか。 

・講座の運営期間中に得られた
学習者の実績を適切に把握し
ているか。また、公開する場
合は、個人情報の取扱い等に
注意し、例えば合格率を試算
する場合にはその基準も適切
に公開しているか。 
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 主な視点 項目の例 内容の例 

・受講期間途中の理解度・到達
度を測定しているか。 

 

  継続点・改良点の分析
や開講・閉講の決定 

・企画の項目には、講座を新設
する場合と既存の講座にＰＤ
ＣＡサイクルの改善を行った
上で継続的に企画する場合と
が含まれる。 

・結果を見て良かった点と改善
すべき点について分析を行
い、次期講座の実施計画に反
映しているか。 

 

 講師の指導力
向上の取組が
されているか 

人材育成・管理 ・講師採用時の目安（学歴、経
験等）を設けているか。 

・講師やスタッフへの研修や教
育が行われているか。 

 

学習支

援体制

等 

相談体制など
学習支援の活
動は適当か 

相談窓口 ・学習者や申込み検討中の利用
予定者に対し、相談窓口が設
置され、その運営方法、運営
体制、収集した意見・苦情の
対応方法が定められている
か。各種情報提供（成績、学
習状況、出欠席、遅刻早退等
の情報提供）の方法や手段が
示されているか。 

・相談窓口が適切に機能し、各
種情報提供が行われている
か。 

 

  学習者のサポート ・理解不足者・病欠者への対
応、障害者、高齢者向け対応
（点字教材、板書文字サイズ
の配慮、マイク使用等）など
により、受講要件を満たし入
学を許可された学習者が学習
を継続するために必要なサポ
ートが用意されているか。 

 

  修了者への対応 
 

・教育、苦情、進路、各種情報
提供に関する相談窓口を設置
し、修了後の学習者からの問
合せに誠実に対応している
か。講座の目的が資格取得、
検定試験の合格、進路等修了
後の結果に関わるものであれ
ば、それらの結果についても
確認し、相談等に応じている
か。 
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 主な視点 項目の例 内容の例 

 教室等の環境
は問題ないか 

施設・設備 ・教室等の環境や教育設備の維
持管理が適切に行われている
か。講座によって使用できる
環境が異なる場合には学習者
に説明し、理解を得られてい
るか。利用が予約制等の場合
には、適切な予約手段が設け
られ、利用希望者が平等に利
用できているか。 

 

 
  



 

24 

Ｂ．マネジメントに関する主な視点 
 主な視点 項目の例 内容の例 

組織体

制、財

務 

組織体制は学
習サービス提
供に十分か 

組織 ・目指す教育事業の規模や目的
等に応じた組織体制（経営・
教務・庶務（窓口）・危機管
理等）になっているか。 

 

人材育成・管理 ・講師採用時の目安（学歴・昇
格・受賞歴等、指導経験・実
績、業務経験・実績）がある
か。また、専任・専属、常
勤・非常勤等の立場の違いに
より目安が変わる場合は、そ
れぞれ示されているか。 

・講師・スタッフ間の連絡・相
談・報告体制、病欠時のバッ
クアップ体制等が適切か。 

 

研修・教育 ・講師・スタッフへの倫理観・
ふるまい・ハラスメント防止
等に関する研修や教育が行わ
れているか。 

 

財務の状況に
問題はないか  

経営状況、財務状況、
収支 

・経営状況、財務状況、収支が
明確であるか。（→収支計算
書、貸借対照表、財産目録等
の整備や、定期的又は適宜監
査（内部／外部）を実施して
いること等が求められる。財
務情報を整備しているが積極
的に公開していない場合で
も、学習者等からの要求に応
じて公開することが期待され
る。） 

 

安全危

機管理 
学習者の安全
面に十分な配
慮がなされて
いるか 

安全・危機管理 ・火災、地震、台風時の対応で
は、避難場所、避難経路、連
絡体制、防災用品の備蓄体
制、学習者が幼年の場合、児
童の引渡し方法等を示してい
るか。防災用品を有する場合
は、定期的に電池や賞味期限
等の確認を行っているか。 

・インフルエンザ等疾病流行時
の対応は、連絡体制、出席停
止の規定、振替対応等の対策
が採られているか。 
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 主な視点 項目の例 内容の例 

  防犯体制 ・警備員・保安員の配備、通学
ルートの設定、送迎や出迎
え、本人確認（入校時のＩＤ
カードや学生証の提示等）、
設備（防犯カメラ、その他）
等の取組がなされているか。
（→セキュリティー上の理由
によって、公表するレベルは
事業者の判断に委ねるものと
する。） 

 

教室・教育設備・関連
施設・付随施設・設備 

・法令上必要な設備等を備えて
いるか（例：消防法による規
制）。 

・ロケーション（安全性）、利
便性、送迎バスや設備等の不
具合の有無等について示して
いるか。学習者の利便性に配
慮し、近隣の施設や店舗（送
迎時に利用可能なコイン駐車
場やコンビニエンスストア
等）も示されているか。 

 

安全・危機管理：障害
者、高齢者、幼年者向
け対応 

・バリアフリー対策、手すり、
エレベーターの設置等の設備
があるか。 

 

その他 個人情報の取
扱いは適切か 

情報管理 ・収集された個人情報について
は、本人の同意を得ずに目的
外で使用されることがない
か。（→保護を徹底するため
にも、個人情報保護の方針や
マニュアル等の整備、プライ
バシーマークの取得などの取
組を進める。） 

・個人情報（個人情報保護方針
等）、成績の管理方針、更
に、受講期間を通じて事業者
側が得ることになる様々な学
習者及び費用負担者等の情報
の管理方法と利用方針を示
し、合意を得ているか。 

 

コンプライア
ンスに関する
問題はないか 

倫理規範、行動規範 ・倫理規範、行動規範等が事業
者自身で用意されているか。
運用方法が示されているか。 
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１．必要性 
 
サービス産業として市場が機能するためには、正しい情報が流通し、学習者が

適切に選択することが不可欠である。電化製品や食品等の物品から旅行などのサ

ービスに至るまで、消費者が選択するための情報が製造元や事業主から提供され

ており、その多くがその種類やサービスの内容によって、公開すべき情報の種類

が法令等で定められている。 
 
一方、民間教育事業者の学習サービスの質や運営主体についての情報が均一に

公開されているとはいえない。これは、各事業者が扱う教育内容が多様であり公

開情報を項目として限定するのは難しいこと、運営主体が株式会社から個人まで

様々であること、例えば地域によって競合する民間教育事業者が存在しない場合

は情報公開に注力しなくとも事業を維持できること、特に講義を中心とした学習

サービスの場合はその質について表現することが難しいこと等、様々な理由が考

えられる。 
 
しかし、民間教育事業者が自らの情報を適切に公開することは、より学習者の

ニーズに合った講座を選択する上で重要である。受講契約前に一定以上の情報を

学習者が得ることのできる環境を整備することは、教育内容やレベルのミスマッ

チ、使用教材に関する誤解、また修了後の姿とのかい離等の、事業者と学習者の

トラブルを未然に防ぐ上でも必要であり、学習活動の継続につながるという観点

からも非常に有効と考えられる。 
 
また、近年、放課後や土曜日などにおいて、学校と民間教育事業者とが連携し

た取組も多く見られるが、これらの活動に学校関係者や保護者から理解や信頼を

得る上でも、適切な情報公開は重要だと考えられる。 
 
 
 

２．基本的な考え方 
 

（１）学習ニーズに沿った情報公開 

民間教育事業者が、運営母体に関する基本情報から講座情報まで、学習者が講

座選定の判断に必要な情報を適切に公開することが大切である。  
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この前提に基づき、民間教育事業者は運営している各講座に関し、社会人や高

齢者のニーズに沿った内容であること、目標を達成できる構成になっていること、

また、似た分野の種類の講座が多く、学習者にとって、個々の講座の特色が明確

に伝わらない現状もあることから、講座についての目的、内容、特色、受講後の

姿等を分かりやすく示し、しかもその情報にアクセスしやすい環境を作り出すこ

となどが求められる。 
 
更に、こうした積極的な情報公開は、事業の透明性を確保する観点からだけで

はなく、自己評価はもとより外部評価の信頼性や客観性を確保するために必要で

あり、評価の前提ともなる。 
 

 
 

（２）情報公開の視点 

学習者アンケート調査結果によると、学習者が民間教育事業者を選定する際に

最も必要とされた情報は、「授業料等の支払総額」、「教室等の所在地、通学の

しやすさ」、「講座の開催日程や学習時間」の順であった。また、学習者アンケ

ートで「不満」と回答した者について見ると、その理由として「教育内容に比べ

て授業料が高い」「学修成果が上がらない」「講師の能力が低い」「指導方針・

指導方法が自分に合わない」などであった。事業者と学習者とのミスマッチを回

避するためには、費用や講座の詳細情報、講師についての情報を踏まえて学習者

が事業者を選択できることが必要である。また、事業者と学習者との間のトラブ

ルを回避するためには、契約書に基づく諸条件や個人情報の管理方針についての

情報公開が必要である。 
 
また、必ずしも学習者アンケート調査結果においてニーズの高いものではなか

ったが、安全危機管理については、問題が発生した場合に学習者に大きな影響が

あるため、情報公開が必要である。 
 
学習者アンケート調査結果において、学習者が必要な情報として回答した項目

の割合を見ると、経営者の氏名や経営状況等については半数以下であり、学習者

は余り重要視していなかった。しかし、これらの事業主体に関する情報は、学習

者が安定的に学習サービスを受ける観点から必要であることから情報公開が必要

である。 
 

 

 

【図１０】 アンケート結果と情報公開項目の例 
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情報公開は印刷物やインターネット等により行われるが、現在の学習者や修了

者だけではなく、将来の学習者に対しても行われるものである。その主眼は学習

者と事業者とのミスマッチの回避におかれていることから、情報が古すぎるもの

にならないよう、定期的に内容の正当性を評価しつつ公開していくことが大切で

ある。 
 
講座内容によっては、合格率、資格・検定の取得率等に関し、事業者独自の算

出方法を用いて公表する機会もある。しかし、学習者がより自由な選択の機会を

得るためにも、その算出方法まで明記することが望ましい。また、積極的な募集

活動を行う余り、これらの数値が一人歩きするような誇大な表現になっていない

かにも留意が必要である。 
 
情報が適切に学習者に提供されることは、学習者が自ら適切な学習サービスを

選択することに資するとともに、事業者間の公正な競争を促し、ひいては提供さ

れる学習サービスの質の保証・向上にもつながるものと考えられる。学習者が適

切に情報を活用できることを期待し、次に示すような学習者が民間教育事業者を

選択し講座を受講する手順に従い、学習者の視点で情報公開項目の例を整理する

ことが有効と考えられる。 
 

 

【図１１】学習者が公開された情報を得てから申込みまでに対応した情報公開項目の例 
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１． 「事業主体」には、民間教育事業者の事業者としての情報を示す。 
２． 「募集時・入学前」には、体験学習等の講座受講前に提供されるサービス

や、受講に必要な要件等を示す。 
３． 「契約・入学決定時」では、学習者が決定した民間教育事業者へ入学志望

書等を提出して入学・講座の受講を契約する際の情報を示す。 
４． 「受講中」には、講座の受講中の情報を示す。 
５． 「修了後」には、講座を修了した後の情報を示す。 
 

 
 

３．情報公開の項目の例・内容の例 
 

以下、本検討会における議論や、事業者アンケート調査等の結果等を踏まえ、

学習者が民間教育事業者を選択し講座を受講する手順に従い、情報公開の項目の

例・内容の例を記載している。各事業者においては、これらを参考に、その目的、

内容、規模等に応じた情報公開の項目等を設定するなどの工夫を重ね、透明性と

信頼性の確保に向けて積極的に取り組むことが望まれる。 
 
なお、様々な分野の民間教育事業者・講座に対応させるために、項目は広範囲

に及び、対象分野によっては不要な項目も含まれる可能性がある。 
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【表５】情報公開の項目の例 

 
 項目の例 内容の例 

事業主体 運営主体
* 

・経営者の氏名、代表者等の経歴 
・経営理念・教育理念・指導理念 
・社歴・沿革（教育事業の実績） 
・取扱い事業の内容（教育事業とその他の事業との関係） 
・本店の所在地、連絡先 
・従業員数 
・経営状況、財務状況、収支 
・個人情報保護の取組（方針、プライバシーマーク等の取得状況

等） 
 

 相談窓
口、受講
サポート
* 

・利用者への各種情報提供（成績、学習状況、出欠席、遅刻早退等
の情報提供） 

・学習者への便宜対応（講座の予約／キャンセル／振替の柔軟性） 
・教育相談や苦情に関する相談窓口、対応方法 
・欠席者、理解不足者等への学習サポート対応 
 

募集時・

入学前 
受講対象
等* 

・対象者 
・受講前要件（知識・技能・経験等） 
・入会テスト・レベル分けの有無 
・授業見学、体験学習、仮入学制度 
 

契約・入

学決定時 
契約書に
基づく諸
条件の説
明* 

・教育内容 
・指導時間・日程 
・学習サービスの提供場所 
・入学後に受けるテスト等 
・講師等の資格・能力等に関して特約がある場合の内容 
・契約期間 
・契約総額 
・費目別経費 
・支払方法 
・クーリング・オフの有無 
・傷害保険 
 

 費用* ・入会金 
・授業料・受講費 
・教材費 
・修了試験、昇段試験等受験費用 
・発表会・展示会等への参加費用 
・その他発生する可能性のある費用（追加で選択的に受講する講座

等） 
・授業料等の支払総額（受講費用・教材費用等の実負担額） 
・支払方法（分割・月謝・教育ローン・クレジットカード） 
・割引制度、奨学金・補助金 
 

受講中 講師* ・専任・専属、常勤・非常勤等の立場 
・学歴・資格・受賞歴等 
・指導経験・実績 
・業務経験・実績 
・倫理観・ふるまい・ハラスメント防止等に関する研修や教育 
・倫理規範、行動規範等の有無と運用方法 
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 項目の例 内容の例 

 講座詳細
情報* 

・講座名、講座の特徴・目的・目標 
・講座の開催日程や学習時間 
・対象者 
・実施計画・学習内容 
・追加で選択的に受講するほかの講座 
・取得可能な資格・検定等の種類 
・国家試験等の科目免除 
・修了後の姿（仕上がり像） 
・発表会・展示会等への参加 
・修了要件（成績評価、出欠規定） 
・教室等の所在地、利便性、送迎バス等 
・授業形態（講義・実習・集合演習・個別等） 
・講座定員／講師数／チューター等の数 
・テキスト・教材内容 
・模擬試験 
・サポート方法（欠席、理解不足者等への学習サポート） 
・学習者の作品、意見や感想 
・入学試験／検定・資格試験に関する合格率／取得率、表示基準 
・教室環境や教育設備（設備情報、教室レイアウト、空調等） 
・教育関連施設（図書室・資料室、自習室等） 
・付随施設・設備（保育施設、食堂、自販機等） 
・実習用機材と学習者当たりの利用台数 
 

 安全・危
機管理* 

・火災、地震、台風時の対応（避難経路、連絡体制、児童の引渡し
方法等） 

・防犯体制（警備員、保安員の配備） 
・通学ルートの設定、送迎や出迎え 
・本人確認（入校時のＩＤカードや学生証の提示等） 
・設備（防犯カメラ、その他） 
・インフルエンザ等疾病流行時の対応 
・障害者、高齢者向け設備（バリアフリー対策等） 
 

 情報保護
* 

・個人情報に関する管理方針（個人情報保護方針等） 
・成績の管理方針 
・受講期間を通じて得られた様々な情報の管理方法と利用方針 
（学習者の作品の扱い、学習者の意見や感想の扱い、入学試験／検

定・資格試験に関する合格率／取得率、表示基準の扱い） 
 

修了後 他講座* ・接続講座 
・関連講座 
 

*及び*は、図１０の分類の色分けを示す。 
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検討会においては、広く民間教育事業者全般を対象として、共通に重要な内容

を示すものとして、本ガイドラインを取りまとめた。このため、それぞれの業種

ごとにその特徴を踏まえて、本ガイドラインに独自の項目を追加して取組を進め

ることが有効な場合もあることが想定される。今後、各業界においては、業種ご

とに特化したガイドライン作成など、自己点検・評価、情報公開に係る主体的な

取組が行われることが期待される。 
 
また、国においては、事業者がガイドラインを参考に評価・情報公開等の取組

を進められるよう、関係省庁が連携し、本ガイドラインの周知・普及を図ってい

くことが必要である｡ 
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（参考） 

（検討会設置要綱） 

民間教育事業者における評価・情報公開等の在り方に関する検討会について 
 

平成２５年７月１日  
 
１ 趣旨 

グローバル化の進展などにより世界全体が急速に変化する中にあって、産業空洞化

や少子高齢化等による人口減少など深刻な諸課題を抱える我が国において、豊かな社

会を築くためには、社会全体で多種多様な学習機会が提供され、また、その提供され

る学習機会の質が向上することが重要である。 
民間教育事業者における学習の質の保証・向上の取組については、従来からの業界

ごとの自主的な取組に加え、平成２２年９月には、非公式教育・訓練サービスに関す

る国際標準である ISO29990（※）が発行されるなど、ますます活発化している。この

状況等を踏まえ、文部科学省と経済産業省が緊密な連携を取りながら、民間教育事業

者における評価・情報公開を始めとした学習の質の保証・向上の在り方に関する推進

方策を検討し、具体的な普及促進策等の総合的な支援方策を講じることを目的として、

両省合同の検討会を設置することとする。 
 

※ 非公式教育・訓練分野の学習サービス事業者向けに、事業者の学習サービスの品質向上を図る

ことを目的として、国際標準化機構（ISO）が発行した国際規格。 
 
２ 検討課題 
（１）民間教育事業者における情報公開・自己評価等の在り方について 
（２）その他 

 
３ 実施方法 

別紙の学識経験者等で構成し、必要に応じて、その他の関係者の協力を求めるもの

とする。 
 
４ 実施期間 

  平成２５年７月１日から平成２６年６月３０日までとする。 
 
５ その他 

検討会に関する庶務は、文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課と経済産産業省

商務情報政策局サービス政策課が協力して処理する。 
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（検討会委員名簿） 
 

民間教育事業者における評価・情報公開等の在り方に関する検討会委員 

（平成２６年４月現在） 

※敬称略、五十音順 

（◎：座長） 

稲葉 秀雄 公益社団法人全国学習塾協会専務理事 

岩崎 浩平 日本商工会議所事業部長 

桜林 正巳 社団法人全国外国語教育振興協会事務局長 

◎笹井 宏益 国立教育政策研究所生涯学習政策研究部長 

佐野 真理子   主婦連合会事務局長 

中山 政徳 関東職業能力開発大学校附属千葉職業能力開発短期大学校長 

棟近 雅彦 早稲田大学理工学術院創造理工学部経営システム工学科教授 

山口 修 一般財団法人日本語教育振興協会理事 

注：平成２６年４月から五十嵐克也委員に代わり、岩崎浩平委員が就任。 

 ［計８名］ 

（オブザーバー） 

厚生労働省職業能力開発局総務課基盤整備室 
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（検討経緯） 

 

第１回 平成２５年７月９日（火） 

・検討会の運営等について 

・民間教育事業者における学習の質の保証・向上の取組の現状等について 

・自由討議 

 

第２回 平成２５年８月２７日（火） 

・平成２４年度「民間教育事業者における情報公開及び自己点検・評価シート（案）」

について 

・ヒアリング（栄光ホールディングス株式会社、株式会社イーオン・イースト・ジャパ

ン、株式会社ＮＨＫ文化センター） 

 

第３回 平成２５年９月１１日（水） 

・民間教育事業者における評価・情報公開等に係るガイドライン作成に向けた検討につ

いて 

・自由討議 

 

第４回 平成２６年３月３１日（月） 

・民間教育事業者における評価・情報公開等に係るガイドライン作成に向けた検討につ

いて 

・その他 

 

第５回 平成２６年６月３０日（月） 

・民間教育事業者における評価・情報公開等に係るガイドライン作成に向けた検討につ

いて 

・その他 

 
 



 

 


